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今後の取組における方向性と事務所の主な支援

具体的な取組

１．ハード対策の主な取組

（２）避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

②防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布
・ラジオ配布方法（世帯主以外への対応含む）
・防災無線の改良、デジタル化の途上
・高齢者への伝達手段

⑤浸水時においても災害対応を継続するための
施設の整備及び自家発電装置等の耐水化

・発電、蓄電設備の災害対応への適用性、必要性確認が必要

③水防活動を支援するための新技術を活用した
水防資機材等の配備

・定期的な点検、維持,人員等課題
・水防資機材の拡充、消防団（水防団）の団員不足

２．ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

（１）広域避難を考慮したハザードマップの作成･周知等

③広域避難計画の策定

・組織横断的な取組が必要
・異動による知識の散逸、把握すべき計画が多い
・市内は収容可能であるが、他市からの受入れを考慮していない
・避難所数が少なく、広域避難も含めた対応が必要

⑥要配慮者利用施設の避難計画の作成及び訓練
の促進

・避難計画に基づく実践的な訓練の実施や支援の方法
・組織横断的な連携
・計画策定率の向上策
・対象施設の地域防災計画への位置付け

⑤まるごとまちごとハザードマップ整備･拡充
・予算が不足し設置に至らない
・優先度が低い
・住民の水防災意識が低い

・広報支援

（２）避難 勧告指示の発令に着目したタイムラインの作成

②タイムラインに基づく首長も参加した実践的な訓
練

・日程確保
・実践的、実効性のある訓練に至らない
・災害対策本部に入る部長、課長の防災意識の向上
・職員の異動による継続的な実施内容検討が困難

・タイムライン（案）訓練支援

　－：該当なし

・広報支援

・マイ・タイムライン講習会支援
・要配慮施設避難確保計画訓練実施支援

概ね５年で実施する取組（抜粋）

幹事会での課題の集約 意見集約に基づいた事務所の支援
具体的な取組の柱

　事　　　項
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今後の取組における方向性と事務所の主な支援

具体的な取組

２．ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

（３）防災教育や防災知識の普及

④小学生を対象とした防災教育の実施
・カリキュラムが多岐に渡り、時間調整が難しい
・要請があれば実施する運用から積極的に実施する体制にする必要がある

⑤出前講座等を活用した講習会の実施 ―

③教員を対象とした講習会の実施

・学校側との積極的な連携が必要
・職種や環境の違いから横断的な取組が困難
・多忙な教員が多く参加者が少ない
・教育委員会、関係部局との調整に時間が必要

⑧許可工作物管理者への防災教育の実施
・必要な専門知識の理解不足
・マニュアル等の作成が必要
・管理者との情報共有が未実施

２．ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

（１）より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

④関係機関が連携した実働水防訓練の実施
・水防訓練への切り替えに対応できる団員及び署員の不足により困難
・地元関係機関との訓練時間確保が困難

・水防活動支援

２．ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

（１）排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

①排水機場･樋門・水門等の情報共有、排水手法
等の検討を行い、大規模水害を想定した排水計画
（案）を作成

・排水計画に作成に至らない（異動、情報未収集、基礎的な知識不足など）
・排水担当部局との情報共有や連携

②排水計画に基づく排水訓練の実施 ・排水計画未作成

③内水被害危険箇所の排水計画（案）の作成
・周辺地区との協議が必要
・排水計画未作成

・排水計画作成支援

・防災教育の継続
・マイタイムライン講習会支援

概ね５年で実施する取組（抜粋）

幹事会での意見・課題の集約 課題に基づいた事務所支援
具体的な取組の柱

　事　　　項

２．今後の取り組み⽀援について [2/2]
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主な取り組み⽀援 具体的な内容

広報⽀援
避難⾏動、⽔防活動、排⽔活動等住⺠への意識向上のための広報
⽀援を図る

要配慮施設避難確保計画作成⽀援及び
訓練⽀援

要配慮施設避難確保計画作成に基づいた訓練⽀援を図る

タイムライン（案）訓練⽀援 タイムライン（案）に基づく訓練の⽀援を図る

マイ・タイムライン作成⽀援（継続） 防災教育を含めたマイ・タイムライン作成⽀援の継続する

⽔防活動⽀援（継続） 各⾃治体の実情を踏まえた⽔防活動⽀援を継続する

排⽔計画作成⽀援 各⾃治体の実情を踏まえた排⽔計画作成⽀援を継続する
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３．事務所の取り組み⽀援概要
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